
�．研究の背景と目的

近年，小中連携教育及び小中一貫教育の推進が強調されるようになり，「小中一貫教育等につ

いての実態調査」1）によると，小中連携教育を行なっている学校は66％，小中一貫教育実施校

は12％を占めている。また小中一貫教育に取り組む自治体は211市町村，取り組みの総件数も

1130件と，全国的に取り組みが広がっている。さらに2016年度からは小中一貫教育を実施する

「義務教育学校」も創設されることになった。宮崎県では，2006年の日向市立平岩小中学校開校

を機に，小中一貫教育校は2016年度現在20校に増え，今後も増える予定である。また，教育委

員会主導による中学校区における小中連携もいっそう推進されつつあり，小中連携教育及び小

中一貫教育への対応は，学校現場の喫緊の課題であるといえよう。

このような状況の下，家庭科教育における小中連携教育及び小中一貫教育についての研究は

一つの大きな課題であるものの，宮崎県での小学校「家庭科」と中学校「技術・家庭科（家庭

分野）」の教員間の連携に関する実態把握や実態に基づく近年の研究や関連資料は見当たらな

い。また，各都道府県や各市町村により学校の置かれた環境はさまざまに異なることから，全

国の調査結果や取組2)-6）をそのまま本県に置き換えることは難しい実態もある。

そこで，本研究では，日本家庭科教育学会九州地区会の共同研究「家庭科教育における小中

連携・一貫教育の実態と円滑な接続・連携の在り方」の一環として，宮崎県での小中連携・小

中一貫教育の現状を把握することとした。したがって，小・中学校間の効果的な連携による家

庭科教育の充実を目指して，宮崎県内の小中連携教育及び小中一貫教育についての実態調査を

行い，その実態と課題を明らかにして，円滑な接続や連携の在り方についてその方向性を探る

ことを目的としている。
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�．研究方法

宮崎県の中学校教育研究会技術・家庭部会の協力を得て，公立中学校の家庭科教育担当者に

メール送信にて自記式質問紙調査を全数調査で実施した。その回答の集計及び分析から，宮崎

県における小中連携教育及び小中一貫教育に関する実態や教員の意識を把握し，その課題と方

向性について考察する。

(1) 調査対象

・宮崎県の公立中学校135校の技術・家庭科（家庭分野）担当者

(2) 有効回答数

・42校（回答率31.1％）

(3) 調査時期 2016年
月〜12月

(4) 調査の概要

本調査では，小中連携教育と小中一貫教育の定義を以下のように示し，調査を行った。

【小中連携教育】小・中学校が互いに情報交換，交流することを通じ，小学校教育から中学

校教育への円滑な接続を目指す様々な教育

【小中一貫教育】小中連携のうち，小・中学校が年間を通じた教育課程を編成し，それに

基づき行う系統的な教育

この定義は，文部科学省の「小中一貫教育の制度化に伴う導入意向調査（2016年�月調

査)7)」等各種調査で用いられたものと同趣旨の文言である。

本調査の調査項目を表�に示した。表�のとおり，佐賀県での調査 8）と同様，調査項目は，

小中連携教育及び小中一貫教育の取組について，他教科等も含む学校全体の状況と家庭科教

育における状況の�つの視点から検討し，合計20の質問項目を作成した。調査の実施にあ

たっては，調査票の冒頭に文書によるインフォームド・コンセントを行った。なお，集計処

理はエクセル統計2016を用いた。

�．結果及び考察

本調査での回収率は31.1％と低かったが，その背景には宮崎県特有の状況があると考えられ

た。すなわち，「県教職員録平成28年度版」9）において，中学校技術・家庭（家庭分野）（以後，

家庭分野という）の授業担当者として家庭科教諭名の記載がある学校は，135校中45校（33.3％）
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表� 調査の概要
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―家庭科教育担当者に対する実態調査を通して―

しかなく，家庭科教諭が配置されている中学校は，全体のわずか�割ほどしかないという実態

にある。その家庭科教諭配置校のうち27校（60.0％）からは回答を得ることができたが，未配

置校からの回答は15校（16.7％）にとどまっており，家庭科教諭配置校が少ないことが，回収

率の低さにつながっていると考えられた。

本研究では，調査結果について「属性に見られる特徴」，「家庭科教育における小中連携教育・

小中一貫教育の推進状況」「家庭科教育における連携の内容や方法の状況」，「連携の成果」，「連

携推進上の課題」，「未実施校における小中連携教育への意識」を取り上げて考察する。

(1) 属性に見られる特徴

回答者の教職経験は，21年以上が66.7％を占めていた。

また家庭科免許の取得状況は図�に示した通りであり，

中学校の家庭科免許を取得している授業担当者の割合は

64.3％であった。しかし，本調査は，前述のとおり，家

庭科教諭未配置校からの回答が16.7％にとどまっている

ため，取得率は実際にはさらに低くなることが推察され

る。

なお，伊波（2009年）の調査10）では，宮崎県の2/3の中

学校において，非常勤講師等や他教科教諭が家庭科の授

業を担当し，家庭科授業担当者の半数が家庭科免許を取得していない状態で「免許教科外教

科授業担任許可」等の申請によって家庭科の授業を行っている状況が示されている。

一方，授業担当に関しては，図�に示したように家庭科授業担当者の57.1％が特別支援学

級の授業を担当し，35.7％が他教科の授業も行っている。

以上のことから，宮崎県においては家庭科の専門性が保障されていないことが懸念される

とともに，家庭科教諭の専門性を十分に活かす方策が検討される必要があるといえる。

(2) 家庭科教育における小中連携教育・小中一貫教育の推進状況

ここでは，学校全体における小中連携教育・小中一貫教育の推進状況と家庭科教育におけ

る状況を比較することにより，家庭科教育における小中連携教育及び小中一貫教育がどのよ

うな実態にあるかを把握する。

宮崎県教育委員会の調査によると，中学校はすべての学校が異校種間連携を実施しており，
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小学校との合同研究会と相互授業参観が割を超えていた11)。図�に示したように，本調査

の結果でも学校全体では83.3％が小中連携教育を，7.1％が小中一貫教育を実施していた。

しかし家庭科教育での取り組みは，小中連携が16.7％（�校），小中一貫教育が2.4％（�校）

にとどまり（図�），学校全体における小中連携・一貫教育の取り組みと比較すると，家庭科

教育での取り組みは低い。

なぜ連携に係る取り組みを行っていないのか，未実施校の家庭科教育担当者にその理由を

質問した結果を図�に示した。連携を行っていない主な理由として，「学校自体の取り組み

がないから」が最も高く（41.2％），次いで，「取り組みのきっかけがないから」（29.4％），

「忙しくて時間がないから」（17.6％）であった。

これらの結果から，学校自体は小中連携を実施しているというものの，実施されている連

携は一部の教科等に限定されており，学校での取り組みを家庭科授業担当者（講師等）が認

識していない可能性が高い。一方，家庭科教育で小中連携の取組を推進するためには，連携

のきっかけをつくり，必要に応じて連携を深めていく方向で進めることが望ましいと考えら

れる。

16

16.7

83.3

2.4

7.1

81

9.5

0% 50% 100%

図� 学校全体と家庭科教育における小中連携教育・一貫教育の状況（ｎ=42)

23.5%

11.8%

0.0%

2.9%

29.4%

2.9%

17.6%

41.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

図� 連携していない理由（複数回答）（ｎ=34)



宮崎県の家庭科教育における小中連携教育及び小中一貫教育の現状と課題
―家庭科教育担当者に対する実態調査を通して―

(3) 家庭科教育における連携の内容や方法の状況

家庭科教育について小・中学校間の連携をどのような方法で行っているか質問した結果を

図	に示した。「児童生徒の実態や授業に係る情報を共有する」と「研究会，実技研修会等に

参加する」がともに50.0％と高く，次に「授業を見せ合う」（37.5％）と続く。小・中学校間

の連携の趣旨の一つともいえる「小学校と中学校の	年間を見通した目標及び年間指導計画

を検討する」については12.5％と低くなっていた。

連携の内容（図
）については，「中学校への見通しをもたせる，小学校からつなぐなど双

方の接続を円滑に行うための内容」と回答した割合が最も高く62.5％であった。

中学校においては，「ガイダンス」として小学校の学びを振り返り中学校につなぐ視点から

の学習内容が学習指導要領12)上は設定され，「中学校への見通しをもたせる，小学校からつ

なぐなど双方の接続を円滑に行うための内容」は実施されているものの，小学校と中学校の

	年間を見通した目標及び年間指導計画を立てるところまでは至っていないといえよう。

(4) 家庭科教育における連携の成果

家庭科教育における小中連携教育及び小中一貫教育の成果として教員が選択した項目は，

「児童生徒の学習経験がわかり，指導に活かせた」（42.9％）や「小学校・中学校の学習内容

を意識した指導につながった」（28.6％），「児童生徒の関心や意欲が高まった」（28.6％）の

順になっていた（図�）。
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授業計画を立てていく上で，既習内容を中学校の授業担当者が把握しておくことは重要で

あり，小中連携において学習履歴をより具体的に把握できる方法についても検討される必要

がある。

(5) 連携推進上の課題

家庭科教育の連携推進上の課題としては，「小中連携の成果が見えにくい」と回答した割合

が最も高く，37.5％となっており（図�参照）、家庭科での連携を始めてまだ間もないことの

影響も推察された。その他「教師の子ども観や教育観が小学校と中学校で異なる」，「家庭科

担当教師間の関係性が薄い」，「共同研究のための打合せや参観等の時間がもちにくい」の割

合はともに25.0％であった。

また，「課題を解決するために取り組んでいることや成果があがっていること」について自

由記述で回答を得た。例えば，「小学校	，
年生の担任は家庭科の授業をあまり参観するこ

とがないので，授業を観てもらうようにしている」等の記述がみられた。

このことから，家庭科教育において小・中学校間の連携を推進するためには，連携のきっ

かけをつくり，小・中学校の家庭科担当教師が互いの授業内容を知ることから始めることが

重要であり，そのことが結果的に成果につながるのではないかと考える。
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(6) 未実施校における小中連携教育への意識

家庭科教育において小中連携の取り組みをしていない中学校の教員に対して，連携の意思

及び他校種の内容を知る必要性について質問を行った。その結果，「家庭科教育においても

連携したいと思うか」という問いに対して，「とてもそう思う」「少しそう思う」と肯定的に

回答した教員の割合は79.4％と高かったが、その一方で、20.6％は否定的であった（図）。

次に「他校種の家庭科教育の内容を知る必要性を感じるか」という質問の結果を図10に示し

た。他校種の内容を知る必要性を「とても感じる」「少し感じる」と肯定的に回答した教員の

割合は97.1％であった。これらのことから、他校種の内容を知る必要性を感じ、連携したい

と考える教員が多いものの、連携を躊躇している教員も少なからずいることがわかる。

また，家庭科教育について連携が可能な取り組みについては，図11に示したとおり，「学習

内容や指導の進め方，児童生徒の実態等について，小中合同の話し合いを行う」（79.4％）と

回答した教員の割合が最も高く，次に「他校種の授業を参観する」（58.8％）となっていた。

このことから，取り組みのスタートとしては，前述のように話し合いやお互いの授業を参観

する機会をつくることから始めることがスムーズな連携となることが考えられる。

さらに，小・中学校間で連携を実施すると仮定した場合の連携推進上の課題について自由

記述で回答を得た。「免許外教科なので，専門知識が不足している」，「複数の教科・学年を一

人で担当しているため，教材研究や授業の準備が勤務時間外におよび，他校の教師と話し合っ

たり打ち合わせたりする時間がとれない」等の記述が見られ，専門性が担保されていないこ

とや多岐にわたる業務を抱えていることが連携推進上の課題となっていると推察される。

このことから，今後の連携を負担なく効果的に進めるためには，双方の教育内容を把握す

る簡便な資料の作成や時間をかけない連携の仕方を工夫していくとともに，授業担当状況の

改善も課題といえる。
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�．まとめ −成果と今後の課題―

宮崎県の家庭科教育における小中連携教育及び小中一貫教育に関する実態と課題を明らかに

し，円滑な接続や連携の在り方についてその方向性を探るために，公立中学校の家庭科授業担

当者にメール送信にて自記式質問紙調査を実施した。

その結果，宮崎県の家庭科教育における小中連携教育及び小中一貫教育について，以下の特

徴や課題が明らかとなった。

(1) 家庭科授業担当者の家庭科免許の取得率は必ずしも高くなく，家庭分野の授業以外に，特

別支援学級や他教科を担当しており，専門性が十分に活かされていない状況にあった。

(2) 宮崎県においては，すべての中学校が異校種間連携を実施しているとされていたが，家庭

科教育での小中連携教育及び小中一貫教育の取組が実施されている学校の割合は19.1％にと

どまっていた。

(3) 家庭科教育での連携の方法については，「小学校と中学校の	年間を見通した目標及び年

間指導計画の検討」が12.5％と低く，	年間を見通すことにより家庭科教育を効果的に進め

るという小中連携の趣旨から考えると課題といえた。

(4) 家庭科教育で小中連携教育・小中一貫教育を実施している学校では成果を認識しているこ

とも明らかとなった。未実施校でも推進していくことが求められる。

(5) 家庭科教育の連携上の課題として，実施校では「成果が見えにくい」のほか，「打ち合わせ

等の時間が持ちにくい」などが上がっていた。他方，未実施校では「専任がいない」ことな

どを挙げていた。成果を実感できるようにしていくことともに，家庭科教諭の配置など環境

の改善も図っていく必要があろう。

(6) 家庭科教育で連携を行っていない中学校においても，79.4％の教員が連携の意思をもって

おり，他校種の内容を知る必要性を感じている割合も高かった。意思があるにもかかわらず

連携をしていない理由については，「学校自体の取組がないから」「取組のきっかけがないか

ら」と回答した教員が多い。これらのことから，連携を促進するためには，連携のきっかけ

づくりが重要であるといえる。

以上の結果から，宮崎県における家庭科教育の小中連携を推進していくにあたっては，中学

校における家庭科教諭の配置率を高め，家庭科の専門性を保障していく方向性13)もふまえつ

つ，小中の家庭科授業担当者が連携を深めていく具体的な方策を検討していく必要があろう。

まず，相互の授業参観等を行うなど家庭科授業担当者同士が連携していくきっかけをつくり，

連携体制をつくっていくことが必要である。それとともに小中	年間を見通した目標や授業計

画を連携して立てられるよう，各学校種の指導内容が見渡せる資料の作成が重要と考える。さ

らにそのような家庭科教育担当者間の指導内容の把握のみならず，“指導した”とする内容と“学

んだ”とする内容が食い違わぬよう児童生徒の学習履歴の実像を把握していくことも必要であ

る。今後はそのような授業者用の指導記録用紙の開発や学習履歴が把握可能な学習者用「ポー

トフォリオ型ワークシート」等の開発を進めていくことも具体的な課題としてあげられよう。

他方，宮崎県では，高等学校教育研究会家庭部会が，平成27年度から高等学校における研究

授業を小・中学校の家庭科授業担当者にも公開して，小・中・高連携に向けた取り組みを行っ

ている14）。そこで，高校が中心となって，専任の少ない中学校や小学校の家庭科授業担当者に

働きかけ，連携を推進していくことも可能と考える。
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